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【参照条文】 

定義及び乗車・積載制限に関する規定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

○　道路交通法（昭和35年法律第105号）（抄） 

 　（定義）

第二条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

 るところによる。

 一～八　（略）

九　自動車　原動機を用い、かつ、レール又は架線によらないで運転する車又は特定

自動運行を行う車であつて、原動機付自転車、軽車両、移動用小型車、身体障害者

用の車及び遠隔操作型小型車並びに歩行補助車、乳母車その他の歩きながら用いる

小型の車で政令で定めるもの（以下「歩行補助車等」という。）以外のものをいう。 

十　原動機付自転車　原動機を用い、かつ、レール又は架線によらないで運転する車

であつて次に掲げるもののうち、軽車両、移動用小型車、身体障害者用の車、遠隔

 操作型小型車及び歩行補助車等以外のものをいう。

イ　内閣府令で定める大きさ以下の総排気量又は定格出力を有する原動機を用いる

車（ロに該当するものを除く。） 

ロ　車体の大きさ及び構造が自転車道における他の車両の通行を妨げるおそれのな

いものであり、かつ、その運転に関し高い技能を要しないものである車として内

 閣府令で定める基準に該当するもの

 十一～二十三　（略）

 ２・３　（略）

 

 　（乗車又は積載の制限等）

第五十七条　車両（軽車両を除く。以下この項及び第五十八条の二から第五十八条の五

までにおいて同じ。）の運転者は、当該車両について政令で定める乗車人員又は積載物

の重量、大きさ若しくは積載の方法（以下この条において「積載重量等」という。）の

制限を超えて乗車をさせ、又は積載をして車両を運転してはならない。ただし、第五

十五条第一項ただし書の規定により、又は前条第二項の規定による許可を受けて貨物

自動車の荷台に乗車させる場合にあつては、当該制限を超える乗車をさせて運転する

 ことができる。

２・３　（略） 

（罰則　（略）） 

 

○　道路交通法施行令（昭和35年政令第270号）（抄） 

 　（自動車の乗車又は積載の制限）

第二十二条　自動車の法第五十七条第一項の政令で定める乗車人員又は積載物の重量、

 大きさ若しくは積載の方法の制限は、次の各号に定めるところによる。

一　乗車人員（運転者を含む。次条において同じ。）は、自動車（普通自動車で内閣府

令で定める大きさ以下の原動機を有するもの（以下この条において「ミニカー」と

いう。）、普通自動車（ミニカーを除く。）又は大型特殊自動車で車体の大きさ及び構

造を基準として内閣府令で定めるもの（以下この条において「特定普通自動車等」
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という。）、大型自動二輪車（側車付きのものを除く。以下この号、次号並びに第三

号イ及びロにおいて同じ。）、普通自動二輪車（側車付きのものを除く。以下この号、

次号並びに第三号イ及びロにおいて同じ。）並びに小型特殊自動車を除く。）にあつ

ては自動車検査証（道路運送車両法第六十条第一項の自動車検査証をいう。以下こ

の条において同じ。）に記録され、又は保安基準適合標章（道路運送車両法第九十四

条の五第一項の保安基準適合標章をいう。以下同じ。）若しくは軽自動車届出済証（道

路運送車両法第三条の軽自動車の使用者が同法第九十七条の三第一項の規定により

届け出たことを証する書類をいう。以下同じ。）に記載された乗車定員を、ミニカー、

特定普通自動車等、大型自動二輪車、普通自動二輪車及び小型特殊自動車にあつて

は一人（特定普通自動車等、大型自動二輪車、普通自動二輪車及び小型特殊自動車

で運転者以外の者の用に供する乗車装置（以下この条において「乗車装置」という。）

を備えるものにあつては二人）をそれぞれ超えないこと。ただし、道路交通に関す

る条約の実施に伴う道路運送車両法の特例等に関する法律（昭和三十九年法律第百

九号）第二条第二項に規定する締約国登録自動車にあつては、車両の保安基準に関

 する規定により定められる乗車定員を超えてはならないものとする。

二　積載物の重量は、自動車（ミニカー、特定普通自動車等及び小型特殊自動車を除

く。）にあつては自動車検査証に記録され、又は保安基準適合標章若しくは軽自動車

届出済証に記載された最大積載重量（大型自動二輪車及び普通自動二輪車で乗車装

置又は積載装置を備えるものにあつては六十キログラム、第十二条第一項の内閣府

令で定める大きさ以下の原動機を有する普通自動二輪車がリヤカーを牽引する場合

におけるその牽引されるリヤカーについては百二十キログラム）を、ミニカーで積

載装置を備えるものにあつては九十キログラムを、特定普通自動車等で積載装置を

備えるものにあつては千五百キログラムを超えない範囲内において内閣府令で定め

る重量を、小型特殊自動車で積載装置を備えるものにあつては七百キログラムをそ

れぞれ超えないこと。ただし、前号の締約国登録自動車にあつては、車両の保安基

 準に関する規定により定められる最大積載重量を超えてはならないものとする。

三・四　（略） 

 

○　道路交通法施行規則（昭和35年総理府令第60号）（抄） 

 　（一般原動機付自転車の総排気量等の大きさ）

第一条の二　法第二条第一項第十号イの内閣府令で定める大きさは、二輪のもの及び内

閣総理大臣が指定する三輪以上のものにあつては、総排気量については〇・〇五〇リ

ットル（二輪のもののうち、構造上出すことができる最高出力が四・〇キロワット以

下の原動機を有するものにあつては、〇・一二五リットル）、定格出力については〇・

六〇キロワットとし、その他のものにあつては、総排気量については〇・〇二〇リッ

 トル、定格出力については〇・二五キロワットとする。

 

 　（普通自動車の乗車人員又は積載重量を区分する原動機の大きさ）

第七条の十一　令第二十二条第一号の内閣府令で定める大きさは、総排気量については

〇・〇五〇リツトル、定格出力については〇・六〇キロワツトとする。 
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○　平成二年総理府告示第四十八号（道路交通法施行規則第一条の二の規定による原動

機を用い、かつ、レール又は架線によらないで運転する車のうち、道路交通法第二条

第一項第十号の総理府令で定める大きさが総排気量については〇・〇五〇リツトル、

定格出力については〇・六〇キロワツトとされることとなる三輪以上のもの）（平成２

年総理府告示第48号） 

　車室を備えず、かつ、輪距（二以上の輪距を有する車にあっては、その輪距のうち最

大のもの）が〇・五〇メートル以下である三輪以上の車及び側面が構造上開放されてい

 る車室を備え、かつ、輪距が〇・五〇メートル以下である三輪の車

 

○　道路運送車両法（昭和26年法律第185号）（抄） 

 　（定義）

第二条　この法律で「道路運送車両」とは、自動車、原動機付自転車及び軽車両をいう。 

２　この法律で「自動車」とは、原動機により陸上を移動させることを目的として製作

した用具で軌条若しくは架線を用いないもの又はこれにより牽引して陸上を移動させ

ることを目的として製作した用具であつて、次項に規定する原動機付自転車以外のも

のをいう。 

３　この法律で「原動機付自転車」とは、国土交通省令で定める総排気量又は定格出力

を有する原動機により陸上を移動させることを目的として製作した用具で軌条若しく

は架線を用いないもの又はこれにより牽引して陸上を移動させることを目的として製

 作した用具をいう。

 ４～９　（略）

 

○　道路運送車両法施行規則（昭和26年運輸省令第74号）（抄） 

 　（原動機付自転車の範囲及び種別）

第一条　道路運送車両法（昭和二十六年法律第百八十五号。以下「法」という。）第二条

 第三項の総排気量又は定格出力は、次のとおりとする。

一　内燃機関を原動機とするものであつて、二輪を有するもの（側車付のものを除く。

以下同じ。）にあつては、その総排気量は〇・一二五リツトル以下、その他のものに

 あつては〇・〇五〇リツトル以下

二　内燃機関以外のものを原動機とするものであつて、二輪を有するものにあつては、

その定格出力は一・〇〇キロワツト以下、その他のものにあつては〇・六〇キロワ

 ツト以下

２　前項に規定する総排気量又は定格出力を有する原動機付自転車のうち、総排気量が

〇・〇五〇リツトル以下（二輪を有するものであつて、最高出力が四・〇キロワツト

以下のものにあつては、〇・一二五リツトル以下）又は定格出力が〇・六〇キロワツ

ト以下のものを第一種原動機付自転車とし、その他のものを第二種原動機付自転車と

 する。
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座席ベルトに関する規定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

○　道路交通法（昭和35年法律第105号）（抄） 

 　（普通自動車等の運転者の遵守事項）

第七十一条の三　自動車（大型自動二輪車及び普通自動二輪車を除く。以下この条にお

いて同じ。）の運転者は、道路運送車両法第三章及びこれに基づく命令の規定により当

該自動車に備えなければならないこととされている座席ベルト（以下「座席ベルト」

という。）を装着しないで自動車を運転してはならない。ただし、疾病のため座席ベル

トを装着することが療養上適当でない者が自動車を運転するとき、緊急自動車の運転

者が当該緊急自動車を運転するとき、その他政令で定めるやむを得ない理由があると

 きは、この限りでない。

２　自動車の運転者は、座席ベルトを装着しない者を運転者席以外の乗車装置（当該乗

車装置につき座席ベルトを備えなければならないこととされているものに限る。以下

この項において同じ。）に乗車させて自動車を運転してはならない。ただし、幼児（適

切に座席ベルトを装着させるに足りる座高を有するものを除く。以下この条において

同じ。）を当該乗車装置に乗車させるとき、疾病のため座席ベルトを装着させることが

療養上適当でない者を当該乗車装置に乗車させるとき、その他政令で定めるやむを得

 ない理由があるときは、この限りでない。

３　自動車の運転者は、幼児用補助装置（幼児を乗車させる際座席ベルトに代わる機能

を果たさせるため座席に固定して用いる補助装置であつて、道路運送車両法第三章及

びこれに基づく命令の規定に適合し、かつ、幼児の発育の程度に応じた形状を有する

ものをいう。以下この項において同じ。）を使用しない幼児を乗車させて自動車を運転

してはならない。ただし、疾病のため幼児用補助装置を使用させることが療養上適当

でない幼児を乗車させるとき、その他政令で定めるやむを得ない理由があるときは、

 この限りでない。

 

○　道路運送車両の保安基準（昭和26年運輸省令第67号）（抄） 

 　（座席ベルト等）

第六十六条の二　一般原動機付自転車（二輪のもの及び付随車を除く。）には、当該一般

原動機付自転車が衝突等による衝撃を受けた場合において、運転者が、座席の前方に

移動することを防止し、かつ、上半身を過度に前傾することを防止するため、座席ベ

ルト及び当該座席ベルトの取付装置を備えなければならない。ただし、座席がまたが

 り式であるものにあつては、この限りでない。

２　前項の座席ベルトの取付装置は、座席ベルトから受ける荷重等に十分耐え、かつ、

取り付けられる座席ベルトが有効に作用し、かつ、乗降の支障とならないものとして、

 強度、取付位置等に関し告示で定める基準に適合するものでなければならない。

３　第一項の座席ベルトは、当該一般原動機付自転車が衝突等による衝撃を受けた場合

において、当該座席ベルトを装着した者に傷害を与えるおそれが少なく、かつ、容易

に操作等を行うことができるものとして、構造、操作性能等に関し告示で定める基準

 に適合するものでなければならない。
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ヘルメットに関する規定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

○　道路交通法（昭和35年法律第105号）（抄） 

 　（大型自動二輪車等の運転者の遵守事項）

第七十一条の四　大型自動二輪車又は普通自動二輪車の運転者は、乗車用ヘルメットを

かぶらないで大型自動二輪車若しくは普通自動二輪車を運転し、又は乗車用ヘルメッ

トをかぶらない者を乗車させて大型自動二輪車若しくは普通自動二輪車を運転しては

 ならない。

２　一般原動機付自転車の運転者は、乗車用ヘルメットをかぶらないで一般原動機付自

 転車を運転してはならない。

 ３～８　（略）

（罰則　（略））


